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あらまし

　我が国における人口構成の激変は、一般に
は「少子高齢化」問題としてクローズアップさ
れているが、近年、大阪市のような大都市で
は、一部都心に人口回帰がおこっているととも
に、それを取り囲むインナーシティの地域では、
複雑で複合的な都市問題が課題として残ってい
る。これらの人口変動による社会変化は、犯罪
現象にも影響を与えるものと考えられる。
　そこで本稿では、大阪市の各エリアにおいて、
どの年齢層の人たちがひったくりの被害者と
なっているかということを、これまでの犯罪統
計の研究では殆ど取り上げられることのなかっ
た発生統計のデータを「地域人口特性」と「被
害性向」に分解した新たな測定指標である「ター
ゲット率」を用い分析した。その結果、各エリ
アのひったくり被害性向を明らかにすることに
よって、ひったくりのような都市型犯罪の発生
要因として「人口特性」と「被害性向」が影響
しているとの知見を得ることができた。
　本稿における、人口変動とひったくり犯罪の
被害性向の分析による「各エリアのひったくり
の被害者の年齢特徴」と、筆者が従前より開発
した、被害者シチュエーションモデル分析によ
る「各区の被害モデルの被害者の年齢特徴」に
ついて比較したところ、その結果はほぼ類似し
ているので、被害者シチュエーションモデル分
析による「仮説」の有効性を確認することがで
きる。

₁．はじめに

　我が国の犯罪を、刑法犯認知件数（注１）で
見ると、2002年は約285万件と戦後最悪を記録
したが、2003年からは減り始め、2005年には約
227万件と減少傾向に転じているものの、戦後
を通して見ると、ここ数年の高止まり傾向は完
全に改善されるまでには至っていない。いわゆ
る「予断を許さない状況」である。
　また、大阪府は、刑法犯認知件数が約33万件
と過去最高を示した2001年からは減少傾向にあ
るものの、他の都市との相対的比較では依然高
水準にある。さらに、その６割は街頭犯罪と住
宅侵入窃盗が占め、なかでも都市型犯罪である

「ひったくり」（注２）は、30年間全国ワースト
１を続けており、「大阪のまちは怖い」という
イメージまで作られている（注３）。
　このように、都市型犯罪の代表例であるひっ
たくりは、市民の身近で発生し、とりわけ、街
頭犯罪の中でもその手口が悪質で、女性を中心
に人々に不安感を与える。体感治安（注４）や
都市のイメージにもっとも大きく悪影響を及ぼ
すので、この発生をいかに抑止するかが、都市
政策上も重要課題になっている。
　そこで本稿では、都市型犯罪であるひったく
りを例にとり分析を行うことにする。大阪府下
におけるひったくりの認知件数は、2001年の1

万490件に比べ2005年は5542件となり、増減率
は47.2％とかなり減少し、全体的には着実に沈
静化に向かう傾向を示している。ところが、中
心都市である大阪市の認知件数は、2001年の
4535件に比べ2005年は2837件と、率で37.4％の
減少にとどまり、2001年から2004年までは毎年
減少して来たが、2004年から2005年にかけては
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減少幅が極端に小さくなっている。
　この要因としては、景気や雇用問題が大きい
といわれているが、「人口変動（人口構成の激
変）」や「ライフスタイルの変化」とも密接な
関係があると考えられる。
　我が国における人口変動は、一般には「少子
高齢化」問題としてクローズアップされている
が、一方、大阪市のような大都市では、一部都
心に人口回帰がおこっているとともに、それを
取り囲むインナーシティ（Inner City）（注５）
の地域では、いわゆるインナーシティ問題は依
然残留し、複雑で複合的な都市問題が課題とし
て残っている（小長谷2005ａ）。これらの人口
変動による社会変化は、犯罪現象にも影響を与
えるものと考えられる。
　そこで本稿では、大阪市の各エリアにおいて、

「人口の増減及びその年齢構成の推移」と「ひっ
たくり被害者の増減及びその年齢構成の推移」
から、どの年齢層の人たちがひったくりの被害
者となっているかを、これまでの犯罪統計の研
究では殆ど取り上げられることのなかった発生
統計のデータを「地域人口特性」と「被害性向」
に分解する新たな測定指標、すなわち、ひった
くり被害者の構成比を、その年齢層の人口構成
比で割った新たな測定指標である「ターゲット
率（Target rate）」を用い分析し、ひったくりの
ような都市型犯罪の発生要因とされている「人
口構成」と「被害性向」の影響について、明ら
かにしょうとするものである。
　さらに、既発表論文（平岡2006a、b）の「ひっ
たくり被害者シチュエーションモデル」で導き
出された「仮説」と前述のひったくりの被害性
向とを比較し、「ひったくり被害者シチュエー
ションモデル」の有効性について確認し、新た
な都市型犯罪抑止対策の知見を得る手がかりと
したい。

₂．�人口変動と犯罪の関係に関する先行研
究の概観

　人口変動と犯罪の関係について論じたものと
しては、都市化の進展に従って社会の複雑化・
社会的病理の増大により犯罪が増加するという
仮説のもとに、人口密度と犯罪発生率などの関
係を調べたルイス・ワースの「アーバニズム理

論」などがその嚆矢であろう（ノックス1993、
1995など）。
　我が国では、人口密度と犯罪の関係を調べた
ものとしては、小俣（1998）がある。これは都
道府県別にみて、人口密度が高い都道府県ほど
犯罪の１人あたりの発生率が高いとしている。
これは、「アーバニズム理論」に沿う結論とい
えるが、集計単位が、都道府県という、都市部
や農村部をすべて含むような大きな単位である
ところから、正確な分析とはいいにくい可能性
があり、よりミクロな研究がもとめられる。
　大阪市を対象とした犯罪全般の都市空間的研
究としては、田中（1984）のメッシュデータを
用いたものがある。これは犯罪という病理的側
面に焦点をあて、同市における犯罪の発生パ
ターンを分析したものである。この研究当時は、
資料の入手が制約されたことから分析にも制約
があったが、犯罪と都市構造の側面を解明しよ
うとした研究としては先駆的なものであった。
　犯罪統計に基づく犯罪実態の分析について
は、多くの研究者が手がけているが、最近の例
としては前田（2001）がある。これは検挙率の
低下、犯罪の実質増加という点の分析に力点が
おかれている。浜井（2001）は、犯罪統計を解
説するだけでなく、「犯罪を測る」ことを通じ、
犯罪統計を科学的な犯罪研究に応用する方法に
ついても言及しているが、犯罪統計は、他の統
計との整合性が取りにくいところがあり、応用
方法には限界があることも注意する必要がある
としている。
　また、松本（2006）は、1950年から2000年ま
での10年ごとの「人口の年齢構成」と「被検挙
人員（加害者）の年齢構成」の関連性について、
測定指標を工夫するなど追究している。しかし
ながら、これは検挙人員・加害者側のデータで
ある。このような社会変動と犯罪動向の研究は、
発生（認知）統計に基づく研究分野であるが、
発生統計のデータを潜在的被害者の特性と関係
付けることは困難とし、加害者側の「検挙人員」
統計を分析の対象にしているのである。

₃．�人口構成とひったくりの被害者との相
関関係

₃.₁　分析データ及び分析手法
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₃.₁.₁　分析データ・エリア

　本稿は、研究対象地域を「大阪市」としてい
るところから、大阪市24区ごとの2001年と2005

年の「人口の増減及びその年齢構成の推移」と
「ひったくり被害者の増減とその年齢構成の推
移」との関連性について追求することにしてい
る。
　分析データとしては、人口の増減及びその年
齢構成の推移については、「住民基本台帳人口
要覧（国土地理協会編）」の統計資料（2001、
2005年）を、ひったくり被害者の増減とその年
齢構成の推移は、「大阪府警察本部」の統計資

料（2001、2005年）に依った。
　また、エリアについては、大阪市の地域特性
を見るため「都心部エリア」「混合地域エリア」

「住宅地エリア」「臨海部エリア」の４エリアに
分割した。
　なお、大阪市の４エリア（「都心部エリア」、「混
合地域エリア」、「住宅地エリア」及び「臨海部
エリア」）の定義は、都市計画法第６条に基づ
く「土地利用現況調査」による。市内の土地利
用の型は、土地利用面積比率から決められてい
る。それは、三角座標による判定基準にしたが
い、住居系、商業系、工業系の３つ大分類の用
途を、さらに７つの型（①住居専用型、②住居
型、③準商業型、④商業型、⑤混合型、⑥工業

図３－１　大阪市における都心部・混合地域・住宅地・臨海部エリア図
出典：国土地理院の数値地図2500（空間データ基盤）、GISソフトArcView ９で筆者作成。

大
阪
市

大阪府地図



平 岡 　透100

型、⑦工業専用型）に分類し、それを、①と②
を住居型、③と④を商業型、⑤はそのまま混合
型、⑥と⑦を工業型として４つの型に統合した
ものである。
　この分類方法に準拠し、商業型地域を「都心
部エリア」、混合型地域を「混合地域エリア」、
住居型地域を「住宅地エリア」、工業型地域を「臨
海部エリア」と呼ぶことにした。
　１ ）都心部エリアは、JR大阪環状線内の商業

型地域である「北、福島、中央、西、天王寺、
浪速」の６区とした。

　２ ）住宅地エリアは、住居型地域である北東
部の「東淀川、旭」と南東部の「住吉、東
住吉、平野」の５区としたが、同じ住宅地
であっても北東部と南東部で地域特性が異
なっていることから、この住宅地エリアの
分析は、北東部住宅地と南東部住宅地に２
分割した。

　３ ）混合地域エリアは、都心部を取り囲むJR

大阪環状線外の混合型地域である「都島、
西淀川、淀川、東成、生野、城東、鶴見、
阿倍野、西成」の９区とした。

４ ）臨海部エリアは、基本的には工業型地域で
あるが大阪市が臨海部のまちづくりの地域と
しているところから「此花、港、大正、住之江」
の４区とした。

　これらの位置関係については、図３－１に示
すとおりである。

₃.₁.₂　分析の手法

　人口・ひったくり被害者を2001年と2005年の
年齢構成ごとの件数・人員、その増減数・増減率、
ターゲット率によって分析するものである。
　そのため、以下の指標に注目する。

（１）人口・ひったくり被害者の年齢構成
　０～ 19歳（10歳代）、20 ～ 29歳（20歳代）、
30 ～ 39歳（30歳代）、40 ～ 49歳（40歳代）、50

～ 59歳（50歳代）、60歳以上 の６つの年齢層と
した。

（２）ターゲット率（被害性向）
　松本（2006）は、「人口の年齢構成が変動し
ている場合は、ある罪種の被検挙人員の構成比
はベースの人口自体の変化にも左右されてしま
うので、その影響を除去する必要がある。」と

して、ある罪種についてある年齢層の被検挙人
員の構成比を、その年齢層の人口構成比で割っ
た「犯行寄与度（率）」という指標による分析
を試みている。ところでこの研究は、既述した
ように、被検挙者（加害者）に対する分析である。
　しかしながら、このような人口母数によって
左右される人口効果は、本稿のような被害者に
関する分析においても、同じように存在してい
ると考えられる。そこで本稿では、同じように、
ひったくり被害者の構成比を、その年齢層の人
口構成比で割った指標による分析を行うことに
する。これは、加害者の指標ではないので犯行
寄与度（率）」とは呼べないが、人口世代間の、
人口構成の効果を除いた、犯罪の被害に遭いや
すさ、ターゲットになりやすさを表しているこ
とから、「ターゲット率」と呼ぶことにする。
　○　ターゲット率モデルは

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　

（記号PY
i
、CY

i
、MY

i 
は、それぞれ、あるY年のある

年齢層iの人口、被害者数、ターゲット率であり、
＊は全ての年齢に対する総和）
とする。

₃.₂　人口変動とひったくりの被害性向

₃.₂.₁　大阪市全域のひったくりの被害性向

　大阪市全域における人口変動、ひったくり犯
罪とターゲット率（被害性向）については、図
３－２（a）に示す。総人口は僅かではあるが
増加している。
　１）20歳代は、①人口は11.4％減少、総人口
に占める割合は16％から14％に減少している。
②にも拘わらず、ひったくり被害者に占める20

歳代の年齢構成比は23％から25％と逆に高く
なっている。③これにより、ターゲット率は1.4

から1.8へと上昇した。
　２）50歳代は、①人口は8.1％減少、総人口に
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占める割合は16％から14％に減少している。②
ひったくり被害者に占める50歳代の年齢構成比
は19％から17％と低くなっている。③これによ
り、ターゲット率は1.2で変化はなかった。
　３）60歳以上は、①人口は10.5％増加、総人
口に占める割合は25％から27％に増加してい
る。②ひったくり被害者に占める60歳代の年齢
構成比は32％から27％と低くなっている。③こ
れにより、ターゲット率は1.3から1.0へと降下
した。
　このことから大阪市全域でのひったくり被害
は、20歳代がターゲットになりやすいという被
害性向がある。

₃.₂.₂　�大阪市の４エリアにおけるひっ
たくりの被害性向

　大阪市の全域を構成する都心部、混合地域、
住宅地及び臨海部の４エリアの被害性向につい
て分析を行うことにする。

（１）都心部エリアにおけるひったくりの被害
性向
　都心部エリアにおける人口変動、ひったくり
犯罪とターゲット率（被害性向）については、
図３－２（b）に示す。総人口は僅かではある
が増加している。
　１）20歳代は、①人口は6.6％増加、総人口に
占める割合は17％から17％とほとんど変化はな
い。②にも拘わらず、ひったくり被害者に占め
る20歳代の年齢構成比は30％から32％と逆に高

くなっている。③これにより、ターゲット率は1.7

から1.9へと上昇した。
　２）30歳代は、①人口が27.2％増加、総人口
に占める割合も15％から18％に増加している。
②ひったくり被害者に占める30歳代の年齢構成
比も14％から17％と高くなっている。③これに
より、ターゲット率は0.9で変化はなかった。
　３）60歳以上は、①人口が10％増加、総人口
に占める割合は24％で変化はなかった。②ひっ
たくり被害者に占める60歳代の年齢構成比は
21％から18％と低くなっている。③これにより、
ターゲット率は0.9から0.7へと降下した。

（２）混合地域エリアにおけるひったくりの被
害性向
　混合地域エリアにおける人口変動、ひったく
り犯罪とターゲット率（被害性向）については、
図３－２（c）に示す。総人口は僅かではある
が増加している。
　１）20歳代は、①人口が11.9％減少、総人口
に占める割合は15％から13％に減少している。
②にも拘わらず、ひったくり被害者に占める20

歳代の年齢構成比は19％から22％と逆に高く
なっている。③これにより、ターゲット率は1.2

から1.7へと上昇した。
　２）30歳代は、①人口が13.7％増加、総人口
に占める割合は14％から16％に増加している。
②しかし、ひったくり被害者に占める30歳代の
年齢構成比は8％から13％とこれを超える上昇
を示した。③これにより、ターゲット率も0.6か
ら0.8へと上昇した。

表３－２(a)　大阪市内24区人口・ひったくり被害者の増減･年齢構成及びターゲット率表（2001・2005年対比）

表3－２(b)　大阪市都心部の人口・ひったくり被害者の増減･年齢構成及びターゲット率表（2001・2005年対比）
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　３）50歳代は、①人口が8.0％減少し、総人口
に占める割合は16％から15％に減少している。
②ひったくり被害者に占める50歳代の年齢構成
比は20％から19％と微減である。③これにより、
ターゲット率は1.2から1.3へと僅かであるが上
昇した。
　４）60歳以上は、①人口が10.4％増加、総人
口に占める割合も26％から28％に増加してい
る。②逆に、ひったくり被害者に占める60歳代
の年齢構成比は36％から29％と低くなってい
る。③これにより、ターゲット率は1.4から1.0

へと降下した。

（３）北東部住宅地エリア
　北東部住宅地エリアにおける人口変動、ひっ
たくり犯罪とターゲット率（被害性向）につい
ては、図３－２（d）に示す。総人口は僅かで
はあるが減少している。
　１）20歳代は、①人口が15.7％減少、総人口
に占める割合も18％から16％と微減している。
②ひったくり被害者に占める20歳代の年齢構成
比は37％から26％とこれ以上に低下している。
③これにより、ターゲット率も2.0から1.6へと
降下した。
　２）30歳代は、①人口が7.0％増加、総人口に
占める割合は15％から16％に微増している。②
ひったくり被害者に占める30歳代の年齢構成比
は8％から15％とこれ以上に急増している。③
これにより、ターゲット率は0.5から0.9へと上
昇した。

　３）50歳代は、①人口が9.7％減少、総人口に
占める割合も15％から14％と微減している。②
ひったくり被害者に占める50歳代の年齢構成比
は13％から19％と急増している。③これにより、
ターゲット率は0.9から1.4へと上昇した。

（４）南東部住宅地エリア
　南東部住宅地エリアにおける人口変動、ひっ
たくり犯罪とターゲット率（被害性向）につい
ては、図３－２（e）に示す。総人口は僅かで
はあるが減少している。
　１）20歳代は、①人口が19.3％減少、総人口
に占める割合は15％から12％と減少している。
②にも拘わらず、ひったくり被害者に占める20

歳代の年齢構成比は16％から18％と逆に高く
なっている。③これにより、ターゲット率は1.1

から1.5へと上昇した。
　２）50歳代は、①人口が12.1％減少、総人口
に占める割合は15％から13％に微減している。
②ところが、ひったくり被害者に占める50歳代
の年齢構成比は21％から16％とこれ以上に低下
している。③これにより、ターゲット率は1.4か
ら1.2へと降下した。
　３）60歳以上は、①人口が10.5％増加、60歳
以上の人口に占める割合も25％から28％と増加
している。②ひったくり被害者に占める60歳代
の年齢構成比は41％から43％と微増した。③こ
れにより、ターゲット率は僅かであるが1.6から
1.5へと降下した。

表３－２(c)　大阪市混合地域の人口・ひったくり被害者の増減･年齢構成及びターゲット率表（2001・2005年対比）

表３－２(d)　大阪市北東部住宅地（東淀川･旭区）の人口・ひったくり被害者の増減･年齢構成及びターゲット率表（2001・2005年対比）
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（５）臨海部エリアにおけるひったくりの被害
性向
　臨海部エリアにおける人口変動、ひったくり
犯罪とターゲット率（被害性向）については、
図３－２（f）に示す。総人口は僅かではある
が減少している。
　１）20歳代は、①人口が16.2％減少、総人口
に占める割合も15％から13％と減少している。
②ひったくり被害者に占める20歳代の年齢構成
比は、15％で変化はない。③これにより、ター
ゲット率は1.0から1.1へと上昇した。
　２）40歳代は、①人口が5.7％減少、総人口
に占める割合は12％から12％と変化はない。②
ひったくり被害者に占める40歳代の年齢構成比
は12％から19％と高くなっている。③これによ
り、ターゲット率は1.0から1.7へと上昇した。
　３）50歳代は、①人口が8％減少し、総人口
に占める割合も16％から15％と僅かに減少して
いる。②ひったくり被害者に占める50歳代の年
齢構成比は18％から20％と高くなっている。③
これにより、ターゲット率は1.1から1.3へと上
昇した。
　４）60歳以上は、①人口が11.6％増加、総人
口に占める割合は24％から27％と増加してい
る。②ひったくり被害者に占める60歳代の年齢
構成比は42％から32％と低くなっている。③こ
れにより、ターゲット率は1.8から1.2へと降下
した。
　次に、これら「都心部エリア」「混合地域エ
リア」「住宅地エリア」「臨海部エリア」の４エ

リアにおけるひったくり被害者の被害性向につ
いてまとめて見てみると
　１ ）都心部エリア＝20歳代の年齢層がひった

くりの被害に遭うことが多い。
　２ ）混合地域エリア＝被害者が20歳代と50歳

代・60歳以上の年齢層がひったくり被害に
遭う被害者の二極化が見られる。

　３）住宅地エリア
　　○ 　北東部住宅地エリア＝20歳代と50歳代

の年齢層がひったくりの被害に多く遭う
被害者の二極化が見られる。

　　○ 　南東部住宅地エリア＝20歳代と60歳以
上の年齢層がひったくりの被害に遭う被
害者の二極化が見られる。

　４ ）臨海部エリア＝特定の年齢層ではなく、
60歳以上、50歳代、40歳代、20歳代と幅広
い年齢層がひったくりの被害に遭ってい
る。

といえる。

₄．�犯罪被害者シチュエーションモデルに
よる分析手法

　次に、既発表論文（平岡2006a、b）の「ひっ
たくり被害者シチュエーションモデル」」につ
いて論ずることにする。
　近年の犯罪研究は、犯罪者に注目する研究だ
けでなく、犯罪による被害を未然に防止する観
点から、犯罪が起こりにくい都市環境整備の重

表３－２(e)　大阪市南東部住宅地（住吉･東住吉･平野区）の人口・ひったくり被害者の増減･年齢構成及びターゲット率表（2001・2005年対比）

表３－２(f)　大阪市臨海部の人口・ひったくり被害者の増減･年齢構成及びターゲット率表（2001・2005年対比）
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要性が提言されるようになってきた。こうした
考え方の一つに米国の犯罪学者L・コーエン（L. 

E.Cohen）とM・フェルソン（M.Felson）が1979

年に発表した「ルーティン・アクティビティ理
論」がある。これは、「犯人と被害者が直接接
触を伴う「身体犯罪」が発生するためには、加
害者と被害者の移動経路が犯罪に好適な環境
で、同じ時間、同じ空間で交錯していなければ
ならない。」という主張である。そのためには、

「犯意ある行為者」、「（ふさわしい）ターゲット」、
「（抑止力のある）監視者の不在」という３条件
の集中が不可欠であるとしている。
　しかしながら、我が国では、こうした加害者
だけでなく、被害者の行動パターンにまで目を
向けた分析は、近年始まったばかりである。平
岡（2006a、b）は、これまでの犯罪分析では、
余り目を向けられることのなかった被害者の行
動パターンに注目し分析したものである。この
分析から、新たなモデル（「犯罪被害者シチュ
エーションモデル」）を構築することができた。

₄.₁　�犯罪被害者シチュエーションモデ
ルにおける分類の枠組みの構築

　「ひったくり被害者シチュエーションモデル」
は、まず被害者を「就業・就学者」と「非就業・
就学者」の二つに分けて分析する（平岡2006a、
b）。
　その理由は、就業・就学者は、日常の行動パ
ターンの中で、平日ほぼ毎日固定的な経路に停
留する場所（ベース）である「就業・就学地（職
場・学校）」が存在するが、非就業・就学者は
それが存在しないという大きな差があるからで
ある。
　このような考え方は都市社会学にも存在す
る。それが磯村などの第三空間論である（磯村、
1953）。就業・就学者における就業・就学地を
第一空間ということにする。次に「住居」は、
衣食住の拠点であり、通常の人々の一日の出発
点であり、終着点であることから、第二空間と
いうことができる。こうした第一空間・第二空
間に対し、「買物・娯楽・飲食」などを行う空
間は第三空間と呼ばれている。
　このようにすると就業・就学者の行動パター
ンは、第一空間（就業・就学地（職場・学校））、

第二空間（住居）、第三空間（買物・娯楽・飲
食地）の３つのベースとなる空間とその間の移
動によって構成される（図４－１）。
　これに対し、非就業・就学者の行動パターン
は、第二空間（住居）、第三空間（買物・娯楽・
飲食地）の２つのベースとなる空間とその間の
移動によって構成される（図４－２）。
　また、図４－１・２が示すように、就業・就
学者と非就業・就学者は行動空間パターンが根
本的に異なっていること、行動の起点終点とな
るベース（根拠）を、前者は３種類、後者は２
種類もっており、一日の行動は、その間を移動
しているものと考えることができる。
　ひったくりの発生は、こうしたベースの間の
移動中に起こる可能性があるということから、
犯罪が発生するシチュエーションとなる空間
は、「移動空間」に他ならず、それは被害者の
行動パターンの一部要素であるといえる。
　この行動パターンは多岐にわたるので、番号
を振って分類を行った。ここでは図４－１・２
のように、[   ]内に３桁の数字を入れて分類す
ることにする。たとえば、就業・就学者に対す
るパターン[010]は、「就業・就学地から徒歩・
自転車で住居への帰宅・下校途上」となる（表
４－１の「ひったくり被害者の行動パターン分
類表」を参照、図中の数字はパターン番号であ
る）。

₄.₂　ひったくりの被害モデルと被害性向

₄.₂.₁　ひったくりの被害モデル

　前述の「ひったくり被害者シチュエーション
モデル」による分析を、大阪市の（１）都心部

（中央区）、（２）インナーシティ混合地域（城
東・鶴見区）、（３）インナーシティ住宅地（住
吉・東住吉区）の３地域について、被害者の「行
動パターン」「性別」「年齢」「時間帯」「被害場
所から主要幹線道路までの距離」について分析
を行ったが、その結果として、「都心部モデル」、

「混合地域モデル」、「住宅地モデル」という３
つの被害モデルを構築することができた（平岡
2006a、b他）。
　なお、３地域の分類は前述した「土地利用現
況調査」によった。
　３地域の被害モデルを、V（「Victim＝被害者
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図４－１　ひったくり被害者のシチュエーションモデル（就業・就学者）
出典：平岡（2006b）
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図４－２　ひったくり被害者のシチュエーションモデル（非就業・就学者）
出典：平岡（2006b）
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　 パターン番号 行　　動　　パ　　タ　　ー　　ン　　の　　説　　明

就　

業
・
就　

学　

者

０００ 住居から徒歩・自転車で就業・就学地への出勤・登校途上

０１０ 就業・就学地から徒歩・自転車で住居への帰宅・下校途上

０２０ 住居から徒歩・自転車で最寄りの駅・停留所へ向かう途上

１００ 住居の最寄り駅・停留所から電車・バスで就業・就学地の最寄の駅・停留所へ向かう途上

２００ 就業・就学地の最寄り駅・停留所から徒歩・自転車で就業・就学地への出勤・登校途上

２１０ 就業・就学地から徒歩・自転車で買物・娯楽・飲食地へ向かう途上

２２０ 買物・娯楽・飲食地から徒歩・自転車で就業・就学地に帰社・帰校途上

３００ 就業・就学地から徒歩・自転車で最寄り駅・停留所への帰宅・下校途上

３１０ 就業・就学地から徒歩・自転車で帰宅・下校途中に、買物・娯楽・飲食地へ向かう途上

３２０ 就業・就学地の最寄り駅・停留所から徒歩・自転車で買物・娯楽・飲食地へ向かう途上

３３０ 買物・娯楽・飲食地から徒歩・自転車で最寄り駅・停留所へ向かう途上

４００ 就業・就学地の最寄り駅・停留所から電車・バスで住居の最寄り駅・停留所まで向かう途上

４１０ 就業・就学地の最寄り駅・停留所から電車・バスで住居の最寄り駅・停留所以外の駅・停留所へ向かう途上

４１１ 買物・娯楽・飲食のため住居の最寄り駅・停留所以外の駅・停留所から徒歩・自転車で買物・娯楽・飲食地へ向かう途上

４１２ 買物・娯楽・飲食地から帰宅・下校のため徒歩・自転車で駅・停留所に向かう途上

４２０ 買物・娯楽・飲食地の最寄り駅・停留所から電車・バスで住居の最寄り駅・停留所まで向かう途上

５００ 住居の最寄り駅・停留所から徒歩・自転車で住居への帰宅・下校途上

５１０ 住居の最寄り駅・停留所から徒歩・自転車で住居近くの買物・娯楽・飲食地に向かう途上
　

５２０ 住居近くの買物・娯楽・飲食地から徒歩・自転車で住居への帰宅・下校途上

非　

就　

業
・
就　

学　

者

６００ 住居から徒歩・自転車で買物・娯楽・飲食地へ向かう途上

６１０ 買物・娯楽・飲食地から徒歩・自転車で住居への帰宅途上

６２０ 住居から徒歩・自転車で最寄り駅・停留所へ向かう途上

７００ 住居の最寄り駅・停留所から電車・バスで買物・娯楽・飲食地の最寄り駅・停留所へ向かう途上

７１０ 買物・娯楽・飲食地の最寄り駅・停留所から徒歩・自転車で買物・娯楽・飲食地へ向かう途上

７２０ 買物・娯楽・飲食地から徒歩・自転車で最寄り駅・停留所へ向かう途上

８００ 買物・娯楽・飲食地の最寄り駅・停留所から電車・バスで住居の最寄り駅・停留所まで向かう途上

９００ 住居の最寄り駅・停留所から徒歩・自転車で住居への帰宅途上

９１０ 住居の最寄り駅・停留所から徒歩・自転車で住居近くの買物・娯楽・飲食地へ向かう途上

９２０ 住居近くの買物・娯楽・飲食地から徒歩・自転車で住居への帰宅途上

表４－１　ひったくり被害者の行動パターン分類表

出典：平岡（2006b）
注：就業・就学者でも、休日の場合は、非就業・就学者とした。

像」）、T（「Time＝時間」）、P（「Place＝場所」）
の３つの次元について要約すると、
　１ ）繁華中央区で発見された都心部における

「ひったくり被害都心部モデル」は、①Vは、
「就業・就学者」すなわち仕事を持つ若い
女性が、②Tは、夕方～深夜にかけての帰
宅時に、③Pは、繁華街の駅から少し離れ

たかなり大きい通りで、おこる可能性が高
いことがわかる。

　２ ）また、城東・鶴見区を事例とするインナー
シティ混合地域における「ひったくり被害
混合地域モデル」は、「都心モデル」と「住
宅モデル」の中間の特徴をもち、①Vは、「就
業・就学者」すなわち仕事を持つ若い女性
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と「非就業・就学者」である仕事を持たな
い高齢女性とに二極化しているが、②Tは、
夕方から夜にかけての買い物や帰宅時に、
③Pとしては、幹線道路から入った細街路
で、ひったくり被害に遭う可能性が高いと
いえる。

　３ ）さらに、住吉・東住吉区を事例とするイ
ンナーシティ住宅地における「ひったくり
被害住宅地モデル」は、①Vは、「非就業・
就学者」すなわち仕事を持たない高齢女性

（注６）が、②Tは、夕方から夜の買い物な
どの行き帰りに、③Pは、住宅地の細街路で、
おこる可能性が高いことがわかる。

₄.₂.₂　ひったくり被害モデルの被害性向

　ひったくり被害者シチュエーションモデル分
析による「３地域の被害モデルのV（「Victim＝
被害者像」）の被害者の年齢」について見てみ
ると、
　１ ）都心部モデル＝20歳代の若い女性がひっ

たくりの被害に遭いやすい。
　２ ）混合地域モデル＝20歳代の若い女性と60

歳以上の高齢女性がひったくりの被害に遭
うことが多く、被害者が二極化している。

　３ ）住宅地モデル＝60歳以上の高齢女性が
ひったくりの被害に遭う。

との「仮説」を得ることができる。

₅．�「３エリアのひったくり被害年齢」と「被
害者シチュエーションモデルによる３
地域の被害モデルでの被害者年齢」と
の比較検証

　本稿の「人口変動とひったくり犯罪の被害性
向の分析」は、大阪市の全域を対象とするマク
ロなレベルでおこなっている。これまでの「被
害者シチュエーションモデル」による分析は、
限定された一定の地域におけるミクロな分析で
あったことから仮説の域を超えることができな
かったが、比較の結果はほぼ類似していれば、
被害者シチュエーションモデルによる分析の有
効性は確認することができたものと考えられる

（「臨海部エリア」に対応する臨海部被害モデル

の分析データが未整備であるため３エリアの比
較となる）。
　ここで、３エリアの「ひったくり被害者年齢」
と被害者シチュエーションモデルの分析による
３地域の被害モデルの「被害者の年齢特徴」に
ついて比較検証することにする。
　本稿での「人口変動とひったくり犯罪の被害
性向の分析」による「３エリアのひったくりの
被害者の年齢特徴」について要約すると、
　１ ）都心部エリア＝20歳代の年齢層がひった

くりの被害に遭うことが多い。
　２ ）混合地域エリア＝被害者が20歳代と50
歳代・60歳以上の年齢層がひったくり被害
に遭う被害者の二極化が見られる。

　３）住宅地エリア
　　○ 　北東部住宅地エリア＝20歳代と50歳代

の年齢層がひったくりの被害に多く遭う
被害者の二極化が見られる。

　　○ 　南東部住宅地エリア＝20歳代と60歳以
上の年齢層がひったくりの被害に遭う被
害者の二極化が見られる。

という傾向であった。
　一方、ひったくり被害者シチュエーションモ
デル分析による「３地域の被害モデルの被害者
の年齢」について要約すると
　１ ）都心部モデル＝20歳代の若い女性がひっ

たくりの被害に遭いやすい。
　２ ）混合地域モデル＝20歳代の若い女性と
60歳以上の高齢女性がひったくりの被害に
遭うことが多く、被害者が二極化している。

　３ ）住宅地モデル＝60歳以上の高齢女性が
ひったくりの被害に遭う。

という傾向であった。
　このことから人口変動とひったくり犯罪の被
害性向の分析による「３エリアのひったくりの
被害者の年齢特徴」と被害者シチュエーション
モデル分析による「３地域の被害モデルの被害
者の年齢特徴」という「仮説」について比較し
たところ、その結果はほぼ類似していることか
ら、被害者シチュエーションモデルによる「仮
説」の有効性は確認することができたものと考
えられる。

₆．まとめ
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₆.₁　分析結果

　本稿では、都市型犯罪であるひったくりを例
にとり分析を行った。大阪府下におけるひった
くりの認知件数は、全体的には着実に沈静化に
向かう傾向を示している。
　ところが、中心都市である大阪市の認知件数
は、2001年から2004年までは毎年減少して来た
が、2004年から2005年にかけては減少幅が極端
に小さくなっている。
　この要因としては、「人口変動（人口構成の
激変）」や「ライフスタイルの変化」と密接な
関係があると考えられる。
　特に、大阪市のような大都市では、一部都心
に人口回帰がおこっているとともに、それを取
り囲むインナーシティ地域では、いわゆるイン
ナーシティ問題は依然残留し、複雑で複合的な
都市問題が課題として残っている（小長谷2005

ａ）。これらの人口変動による社会変化は、犯
罪現象にも影響を与えるものと考えられる。
　そこで本稿では、大阪市の各エリアにおいて、

「人口の増減及びその年齢構成の推移」と「ひっ
たくり被害者の増減及びその年齢構成の推移」
から、どの年齢層の人たちがひったくりの被害
者となっているかということを、これまでの犯
罪統計の研究では殆ど取り上げられることのな
かった発生統計のデータを「地域人口特性」と

「被害性向」に分解する新たな測定指標、すな
わち、ひったくり被害者の構成比を、その年齢
層の人口構成比で割った新たな測定指標である

「ターゲット率」を用い分析し、それぞれのひっ
たくり被害性向を明らかにしようとするもので
ある。ひったくりのような都市型犯罪の発生要
因として「人口特性」と「被害性向」が影響
しているとの知見を得ることができた。　　　
　　一方、人口変動とひったくり犯罪の被害性
向の分析による「各エリアのひったくりの被害
者の年齢特徴」と被害者シチュエーションモデ
ル分析による「各区の被害モデルの被害者の年
齢特徴」について比較したところ、その結果は
ほぼ類似していることから、被害者シチュエー
ションモデル分析による「仮説」の有効性は確
認することができたものと考えられる。
　また、本稿の研究から明らかなように被害者
要因や都市環境要因が各エリアによって異なる
ことから、今後の犯罪抑止対策は、地域特性に

立脚した「被害者対策」が不可欠であると考え
る。

₆.₂　今後の課題

₆.₂.₁　研究対象地域・他の犯罪への拡大

　本稿は、都市型犯罪の代表的なひったくり犯
罪に限定したが、犯罪種別によりその特性が異
なることから、各種犯罪の特性を明らかにする
ため、今後は、他の罪種についても分析対象に
拡大すべきである。
　また、４エリアは大阪市全域を分析している
が、被害者モデルでは「臨海地モデル（工業型
地域）」が分析データが未整備であるから、今後、
シチュエーションモデル分析を実施すこととし
ている。

₆.₂.₂　調査対象年の範囲拡大

　本稿は、2001年と2005年を比較分析したが、
さらに人口、犯罪の推移と関連性を明らかにす
るためには、５年刻みで50年間の推移を見ると
ともに定点観測についても検討をしていくこと
にする。そうすれば、今後は新たな知見を得る
ことができるとも考える。

₆.₂.₃　性別ごとの分析

　本稿では、ひったくり犯罪の被害者が大阪市
の場合、女性が92.8％を占めていることから、
性別を無視し男女を一括で分析した。しかし、
犯罪被害者の代表的な特性に性別があり、また
犯罪現象には性別の影響が大きいところから、
今後は、男女別に分析をすべきであると考える。

₆.₂.₄　他の犯罪要因との分析

　本稿は、ひったくりの被害者側要因の一つで
ある年齢・年齢構成について分析したが、平岡

（2006a,b）においても論じているように、都市
環境要因も人の行動パターンに変化をもたらす
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ことから、今後は、都市環境要因等の他の要因
との分析が重要であると考える。

注

（１）刑法犯認知件数とは、警察が刑法犯罪の発生を認知
した件数で、道路上の交通事故に係る業務上過失致
死・傷害及び危険運転致死傷は除く。

（２）「ひったくり」とは、携帯している金品をひったくっ
て窃取する手口をいう。

（３）この点は、大阪府が2005年９月に実施した「府民意
識調査」によると「大阪の治安が悪い」と思ってい
る府民は全体の80％を占め、「治安は悪い方向に進行
している」が50％を超え、府政で力を入れて取り組
んでほしいことには、「安全なまちづくり」が63％
と最も多かったことからも、「大阪のまちは怖いと
ころ」というイメージは、単なるイメージではなく、
既に府民の意識の中に存在していることをも裏付け
るものであった。

（４）体感治安とは、2004年12月に「犯罪に強い社会の実
現のための行動計画」（犯罪対策閣僚会議）の序文
に、「国民の体感治安が・・・」という言葉が出て
くるが、この言葉の定義付けはどこにも見当たらな
い。ところで、この「行動計画」の中に「国民の治
安に対する不安感」という文章が見られることから、

「体感治安」は、「治安に対する不安感」と定義する
ことにする。また、「体感治安」を測定する指標の
ひとつとして、政府が実施する世論調査があるだろ
う。世論調査における「治安」に対する考え方の数
値は、実際の犯罪の認知件数やその処理件数とは異
なる犯罪統計と考えていいだろうと述べている。（浜
井、2001：230－231）。

（５）インナーシティ（Inner City）とは、「中央都市から
都心を除いたドーナツ状の地域のこと」で、日米欧
の先進国の大都市では、「産業革命期に形成された住
工商混合地域」であることが多い（小長谷、2005a）。

（６）高齢者の定義は、通常、65歳以上としているが、本
稿では60歳以上とした。
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